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が国の少年非行の経験的研究に移り、第 2 章では第 2 次世界大戦以降の日本の少年非行の推移について、特に 1980







第 1 章 日本における社会問題の社会学

















第 2 章「第 2 次世界大戦以降の日本における社会問題としての少年非行の社会的構築」
(The Social Construction of Juvenile Delinquency as a Social Problem in Post World War I Japan) 
本章は、わが国における第 2 次世界大戦以降の社会問題としての少年非行に関して、レイプリング・パースペクテ







戦後の少年法は 1949 年、 GHQ 指導の下で制定された。戦前とは異なり、 18 歳未満ではなく 20 歳未満が少年とさ
れた。検察官は先議権を失い、新たに創設された家庭裁判所が中心的な機関となった。
少年非行の状態を示す代表的指標として刑法犯少年の検挙人員が用いられるが、そこには 1952 年、 1965 年、 1983
年の 3 つのピークが示されている。とりわけ第 3 のピークは過去 2 回を大きく上回る約 26 万人が記録されるもので
あった。少年非行の公式統計は、それが検挙人員ではなく実際に少年非行を行った少年の数を示していると一般に解
釈される傾向が強い。しかし、万引、窃盗をはじめとする財産犯に膨大な「暗数」が存在しており、それらは警察の
検挙補導活動に大きく依存している。公式統計に最大値が示されたことに加えて、 「家庭内暴力j 、 「校内暴力J な
どの暴力非行が着目されたことから、戦後最悪として第 3 のピークは認識された。しかし実際には、暗数の少ない殺














(Factors Leading to the Revision ofthe Juvenile Law in Japan) 
2000 年 10 月、国会で少年法改正が成立した。主要な改正点として、家庭裁判所の少年審判で刑事処分相当として
成人と同じように裁くために検察官送致にする年齢が 16 歳以上から 14 歳以上へと引き下げられたこと、検察官の少
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年審判への出席が認められたこと、犯罪の被害者や遺族が審判結果を知らされたり、意見陳述を行ったり、記録を閲


































第 4 章 日本における夜間と非行行動
(Nighttime and Delinquent Behavior in Japan) 






過去 20 年間、日本人の睡眠時間は減少を続けている。 NHK などの調査によれば、 2000 年、ウィークデイでは 0
時の直前で 61%の高校生が、 16 歳から 19 歳の少年の 66%が深夜 0 時にまだ起きており、その割合は増加してきた。






コンビニエンスストアは 1991 年には約 24，000 軒であったものが 1999 年には約 40，000 軒となり都市部では林立



































悪J とされた少年非行の第 3 のピークなるものを分析した部分である。ここでは常識的理解は覆され、統計の解釈と
レトリックによって、少年非行が構築され、原因が少年の属性に帰責されるプロセスが説得的に解明されてゆく。議
ア山o一月 1 日よりの少年法改正町ばの動きにも新川町の解析が加え山向
構築主義という一貫した立場から展開される本論文は、学術論文として高度の内容を備えているだけでなく、英語
で書かれていることから、少年非行をめぐる我が国の状況と研究の進度を海外に発信するという意味をも兼ね備えて
いる。以上の理由から、本論文は博士(人間科学)の学位の授与にふさわしいものと判定する。
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